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世界史教科書における用語数増加の歴史的経過と今後への提言 
―歴史系用語精選問題と関連して― 
 
中 村 薫  
 
はじめに 
 
 2017 年 10 月、高大連携歴史教育研究会（以下、高大研と略す）は、高等学校の歴
史教科書に収録された用語が多数にのぼるため、歴史が暗記科目とみなされ、教員が
生徒に歴史を学ぶ楽しさを実感できない授業を行わざるを得ない状況に陥っていると
して、歴史用語の精選を提案した1。こうした用語精選の必要性をいち早く主張したの
は小川幸司氏であり、2009年 5月の歴史学研究会大会で「苦役への道は世界史教師の
善意でしきつめられている」という刺激的なテーマを掲げて、歴史用語の肥大化とそ
の弊害を訴えた。小川氏によると、1952年に 1308語であった用語が 2003年には 3379
語となり、50 年間で 2000 個以上も高校生が覚えることが増えたといい、その用語数
の根拠として巻末の索引の数をあげている2。 
 小川氏の世界史教科書での用語の肥大化と弊害についての指摘をうけて、日本学術
会議の高校地理歴史科教育に関する分科会委員長として「歴史基礎」という新科目の
提案を主導した油井大三郎氏により高等学校歴史教育研究会が創設され、2 冊の報告
書が出された。その中には「主要な高校世界史教科書の用語拡大傾向」という表があ
り3、表に記述されている 5社の世界史教科書の中に、山川出版社の『世界史』・『詳説
世界史』の時代ごとの用語数が示されている。しかし、その表に記述された教科書の
年代がなぜその年なのかが明確でなく、なによりも数字のみ示されている索引用語が
どのようなもので、なぜそしてどのように増減したかという説明が記されていない。  
こうした中で、筆者はかつて用語精選作業に取り組んだ東南アジア関係と実際に教
科書執筆を担当した「絶対主義時代」4の用語を検討して、その時代的推移を示し、用
語増加のいくつかの要因を指摘した5。 
 今回改めて、現在最も採択数が多い山川出版社の『詳説世界史』での索引用語が各
時期ごとにどのように増減しており、それはなぜかを分析するとともに、筆者も関わ
った高大研での歴史用語精選作業を振り返って、今後の世界史用語はどうあるべきか
を検討したい。 
                                                   
1 高大連携歴史教育研究会 2017、１～8頁に趣旨および選定・削除する用語の基準が記されている。 
2 小川 2009、191～200頁。 
3 高等学校歴史教育研究会 2014、74頁。 
4 1999年の高等学校学習指導要領で、この時代は「主権国家体制」の時代とされ、2003年から発行
された教科書ではそのような記述がなされている。 
5 中村 2015、１～20頁。 
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１．世界史教科書の索引用語について 
 
（１）「世界史」成立期の『世界史』 
 戦後の新制高校は 1948年に発足し、翌 49年 4月から「世界史」という科目の授業
が始まったが、教科書はまだ発行されず、準教科書の使用が行われた6。山川出版社は、
1951 年に準教科書である『世界史』、1952 年に検定教科書『改訂版世界史』、1953 年
に同じく検定教科書である『再訂世界史』を発行し、以後毎年のように改訂された『世
界史』を発行した7。 
 1951 年度に使用された『世界史』は、「先史の時代」から「われわれの時代」まで
の 19 章構成であったが、翌年の『改訂版世界史』はこれに加えて、1952 年に出され
た戦後最初の世界史の学習指導要領と同様、1部・2部・3部という後々までもこの教
科書の特色である 3部構成をとり8、第 11章「ヨーロッパ絶対主義の成立」で、「絶対
主義時代の文化」という節が新たに付け加えられた9。1952年の『再訂世界史』は『改
訂版世界史』とほぼ同様の構成であるが、戦後の「われわれの時代」を扱う 19章で西
ヨーロッパの石炭鉄鋼共同体や朝鮮戦争・サンフランシスコ講和条約などが書き加え
られた。 
 各教科書の索引での用語数は、1951 年は 1286 語、1952 年は 1273 語10、1953 年は
2040 語となっている。『改訂版世界史』で「絶対主義時代の文化」という節が加わっ
たにもかかわらず、用語数の減少がみられるのは、表１からうかがえるように、イン
ドの文化・中国の南朝・中央アジアの国家・ゲルマン民族・20世紀の文化などに関す
る用語が省かれたからである11。また資料（稿末に記載）の表４～表９で明らかなよ
うに、この時期の索引には現在の教科書で取り上げられているような書名などはほと
んど記載されず、人名や件名でも漏れているものが多い。 
こうしたこともあってか『再訂世界史』では、「索引を完璧にしてここに（固有名詞
の）原名と（人物の）生没年を入れることとした」12と記述されている。そのため、
絶対主義諸国ではこれまで漏れていたフェリペ 2世・レパントの海戦やイヴァン 4世
といった用語が索引にとられ、文化の箇所では文学関係の『人間嫌い』や『失楽園』
                                                   
6 こうした事情については、茨木 2009、1-18頁に詳しい。 
7 吉田 1986、47頁。 
8 学習指導要領 1952では、世界史の時代区分として「近代以前の社会」「近代社会」「現代の社会」
が設けられ、「近代社会」では「ルネサンス」「宗教改革」「地理上の発見」から始まっていた。 
9 新たな節として付け加わったため、今回は「絶対主義時代の文化」と前回取り上げた「絶対主義諸
国」の用語を資料として取り上げることとしたが、この時期の教科書には 18世紀の文学・哲学・経
済学などは、第 13章の第 4節「自由思想の発達」にも記されていた。 
10 この教科書の用語数について、小川氏は当初 1308語としたが、のちに 1284語と訂正された。高等
学校歴史教育研究会 2014の資料も含め、筆者の数と違いがあるが、「見よ項目」をいれるかどうかな
どで用語の取り方に違いがあるので、少しの違いについてはご容赦いただきたい。 
11 1951年の索引に記されている「済物浦条約」という用語は本文では確認できない。 
12 『再訂世界史』、4頁。 
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といった書名や経験論や合理主義といった哲学関係の用語が採られた。とはいえ、資
料の表から明らかなように、オラニエ公ウィレムや統一法など本文に記述されていて
も索引に記載されていない用語もあることは間違いない。 
また、この時期の索引用語の特色として「第二次世界大戦後のアメリカ」や「イギ
リスの植民地政策」といった事項的な用語も結構採られており、現在のように索引に
は基本的に人名・地名や件名が記されているという考えはなりたたない。 
 
表 1 『世界史』（1951年）と『改訂版世界史』（1952年）の索引用語の比較 
1951年『世界史』のみの用語 1952年『改訂版世界史』のみの用語 
アルタミラ、ヴァンダル族、カジャール朝、亀茲、郷勇、
高昌、済物浦条約、サーンチー、士大夫、資本論、蜀、チ
ェザールラ、陳、デオガリ、吐谷渾、トルコ共和国、トル
コマン、ナーランダー、ハウプトマン、バルト、バルクザ
イ朝、ファウスト、ブルガリア、ブルグンド、ベヴィン、
ホラサン、ボン憲法、リアリズム、リベリア、梁、両税法、
リルケ、ルソン島、レッシング、ロンバルド族、 
ウィリアム＝オッカム、ヴァン＝エイ
ク、エロイーズ、カント、グロティウ
ス、江華条約、コルネーユ、史思明、
ジャクソン、スピノザ、ダランベール、
バロック式、ベンサム、ホッブス、ム
リロ、リディア、ルイ＝フィリップ、
ロック、ワット― 
（なお、1951年の索引にある用語で、1952年の本文にはあるが、索引にないものに下線、1952年の
索引にある用語で 1951年の本文にあるが、索引にないものに二重下線を施した） 
 
（２）1959年『詳説世界史』 
 「試案」と記され、問題解決学習を謳った戦後まもなくの学習指導要領に比べ、1955
年に出された高等学校学習指導要領では世界史の目標として系統的学習が明記された
13。そうした中で、山川出版社は新しい視点から『世界史』を 1957年に、従来の『世
界史』を改訂した『詳説世界史』を 1959年に発行した14。 
 『詳説世界史』では、これまでの第 13章「資本主義の発展と民主精神」と第 14章
「市民社会の成長」を統合した新たな第 13章「市民社会の成長」に、「産業革命」と
いう近代の指標となる経済的要因を示す節と「アメリカ合衆国の独立」や「フランス
革命」・「ナポレオン」といった政治的要因を示す節が含まれた。また、従来の「資本
主義」・「イギリス民主主義の発展」と「自由思想の発達」という節は、「絶対主義諸国
の隆替」という節とともに第 11章「ヨーロッパ近代国家の発達」に組み込まれ、近世
および近代ヨーロッパの箇所が再編された。他では、第１章の「先史の世界」と第 18
章の「われわれの時代」の箇所で叙述が追加され、中世ヨーロッパの箇所では章は異
なるが「ビザンティン帝国」と「西欧中世の文化」が独立した節となった。 
 この時期の索引の用語数は 2490語で、索引数はかなり増加している。絶対主義諸国
ではオランダ・三十年戦争・オーストリア・ポーランド関係で用語が増えており、文
化の箇所では文学関係のデフォーやスウィフトといった人名と『ロビンソン＝クルー
                                                   
13 木下 2004、38～39頁。 
14 なお、3単位用の『要説世界史』を 1960年に発行した。（吉田1986、47頁） 
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ソー』といった書名、さらに音楽関係の人名などが増え、『方法序説』など哲学関係の
著作名が追加された。 
 他では、「ビザンティン帝国」の箇所で軍管区制・屯田兵制・聖ソフィア寺院、中世
ヨーロッパ文化の箇所で『神学大全』・アミアン寺院、「われわれの時代」の箇所では
アジア＝アフリカ会議が入り、またルネサンス関係では『モナ＝リザ』や『カンタベ
リー物語』といった絵画名や文学作品も追加されたことが、索引用語の増加につなが
ったと考えられる。  
  
（３）1964年『詳説世界史』 
 1960年に高等学校学習指導要領が改訂され、文部省の検定制度がさらに整備されて、
現在のように教科書の編集・検定・採択ののちに教科書が使用されるというサイクル
が確定した。この学習指導要領は 1963年から実施ということであったが、世界史は 2
年生以上が履修学年であった15ため、この時期の『詳説世界史』は 1964年から使用さ
れることとなった。 
 『詳説世界史』の構成は 1959年版とほとんど変わらなかったが、これまでモンゴル
の後におかれた「ティムールとオスマンートルコ」という節が、同時代という観点か
らか明・清やムガール帝国と同じ章にふくまれた。また、戦後の第 18章「われわれの
時代」が 2節から 3節に増えて、1962年までの出来事が記述されている。さらに、こ
れまで第二次世界大戦後にあった「19世紀末および現代の文化」という節が、18章の
最後で「現代の文化」という節となった。 
 索引の用語数は 2985語で、かなり増加しており、重要用語（特に人名）はほとんど
ゴシックにされている。また、絶対主義諸国ではフロンドの乱やルイ 15世などフラン
ス関係の用語が増え、さらに注に記されているルイ 14世時代の侵略戦争が索引に採ら
れている。文化については、『人間不平等起源論』や『経済表』などの書名が索引に採
られるようになった。 
 他の箇所では、キューバ革命のような 1960年前後の用語や 19世紀の文化の箇所で
表に記載されている『ファウスト』・『戦争と平和』などの多くの文学者の代表作が索
引に採られていることも、索引での用語増の要因と考えられる。 
 なお、この時期までの人名は基本的に英語読みで、「アンリ 4世」は「ヘンリー4世」、
「エカチェリーナ 2世」は「カザリン 2世」と記されている。 
 
（４）1973年『詳説世界史』 
 1970年に高等学校学習指導要領が改訂され、世界史では文化圏別の構成が採用され、
これまで「周辺地域」16と考えられていた地域の歴史にも触れることとされた。『詳説
                                                   
15 世界史の基本的事項を扱う「世界史 A」(3単位)は第 2学年、世界史をより深めて学ぶ「世界史 B」
(4単位)は第 2学年および第 3学年に履修させるとした（学習指導要領解説 1961、18頁）。 
16 具体例として、北アジア、東ヨーロッパ、ラテン＝アメリカ、東南アジア、太平洋地域があげら
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世界史』の構成では、ヨーロッパ中世と第 2部の箇所は 1964年版とほとんど変更はな
かったが、古代の箇所でこれまでの 2・3・4章を再編し、学習指導要領の中項目にあ
わせて第 2章「オリエントと地中海世界」と第 3章「インドと中国の古典文明」にま
とめられた。その他では、内陸アジアで「オアシスの都市国家とイランの民族国家」、
イスラムの箇所で「イスラム文明」という節が設けられた。また、「第二次世界大戦後
の世界」という戦後の章では、ヴェトナム和平協定まで本文で記されている。 
 索引の用語数は 2875 語で、少し減少している。「ヴェトナム戦争」のような 1970
年前後の記述が当然ながら増えており、中村 2015でも記したように扶南・シュリ―ヴ
ィジャヤのような東南アジアの用語が索引に採られており、しかも絶対主義諸国では
シベリア・アゾフ海・バルト海といった地名が索引で採られているのに、用語が減っ
ているというのは一見不思議である。しかし、これまで記述されてきた「第一次世界
大戦後のアメリカ」や「アーリヤ人のインド侵入」などの事項的用語が減っており、
インド関係ではラージャ・ムンダ人・ナンダ朝、イスラム文化関係ではなぜかイブン
＝ハルドゥーン・アヴィケンナなどの人名、中世ヨーロッパ文化のアベラール・トル
バドゥールなどの用語が削減されていることも一因かと思われる。 
 また、この時期の用語の特色として、シャルル 9世・フリードリヒ 2世・ピョート
ル 1世のように、フランス・ドイツ・ロシアの国王や皇帝さらに古代ローマの皇帝や
中世の教皇が原語で記述されており、『改訂版』ではスペイン王も原語で記されるよう
になった。 
 
（５）1983年『詳説世界史』 
 1978年の高等学校学習指導要領では、社会科で「現代社会」のみが必修科目で、世
界史は選択科目となり、2 年生以上で学ぶこととなった。すでに文化圏別の構成がと
られていたが、この学習指導要領では、「19 世紀の世界」という大項目が設定され、
文化圏の下限を 18世紀まで引き下げることになっていた。しかし、『詳説世界史』の
構成は従前と同様 3部構成をとり、第 1部では、第 3章「アジア・アフリカの古代文
明」で「イラン文明」・「東南アジアの諸文明」、第 6章「イスラム世界の形成と発展」
で「インド・東南アジアのイスラム化」といったこれまであまり取り上げられなかっ
た地域が節として取り上げられるようになった。一方、これまで二章にわたって記述
されていた「東アジア」と「ヨーロッパ」についての章が統合されて一章にまとめら
れたが、前者は三国時代からモンゴル、後者は中世ヨーロッパが範囲とされた。学習
指導要領で大幅に変更された「近代の世界」を扱う第 2部はほとんど変更がなく、「現
代」を扱う第 3部では「第一次世界大戦」と「ロシア革命」という節が「帝国主義」
とは別の「二つの世界大戦」という章の節になり、戦後関係の章は「今日の世界」と
され、これまでの 3節から 4節となった。 
索引用語数は 2710語で、これまでよりも減少した。この原因としては、「絶対主義
                                                                                                                                   
れた（学習指導要領解説 1972、145頁）。 
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時代」だけでいうと、バルト海などの地名が索引からなくなり、経験論・帰納法や合
理論・演繹法など哲学関係の用語が索引から消滅したことがあげられる。 
他の箇所では、「イラン文明」ではシャープール 1世・ホスロー1世・ニハ―ヴァン
トの戦いなどが入り、アギナルド・アクスム王国などこれまで世界史で取り上げられ
なかった地域の人物・王国や足利義満・徳川家康といった日本関係の人物が用語とし
て登場する一方、「アメリカの太平洋進出」・「イギリス議会のはじめ」といった事項的
用語が完全に消滅し、中世都市のハンブルク・アウグスブルク・ミラノといった地名
が索引からなくなっていることが特色としてあげられる。   
 なお、この時期から教科書の採択状況が調査されてその結果が示されるようになり、
表3で示したように、新学習指導要領で学んだ生徒が3年生となった1984年の時点で、
『詳説世界史』の採択率は 24.0％であり、この時の世界史教科書数が 17 であるとい
うことを考えても、意外と少ないことがわかる。また、「現代社会」以外の社会科の科
目が選択科目となったため九州や四国で「世界史離し」とも言うべきカリキュラム編
成がなされ、全国平均で約 40％近い生徒が世界史を学習しない実態があるという指摘
があり17、そうした世界史教育の実態に危機感を抱いた世界史関係者の動きなどが次
の学習指導要領での世界史必修化を招く一因とされているが、表 3から窺えるように、
世界史教科書の採択数は、日本史よりもやや少ないが、地理よりも多い状況であった18。 
 
（６）1994年『詳説世界史』 
 1989年の高等学校学習指導要領では、社会科が「地理歴史科」と「公民科」に分け
られ、地理歴史科では近現代を扱う世界史 Aもしくは全時代を扱う世界史 Bのいずれ
かを選択するといういわゆる「世界史必修」となった。従来の「世界史」を引き継い
だ「世界史 B」では、これまでの第二次世界大戦で二分された 20世紀を一つにまとめ
て「20世紀の世界」、ついで「現代の課題」という大項目が設けられた。 
 『詳説世界史』は従来の 3 部構成を変更することはなかったが19、個々には変わっ
た箇所がある。第 1部ではこれまでも時々廃止された「古代アメリカの文明」という
節がなくなり20、第 2部では「アメリカ合衆国の発展」という節が登場し、14章の「ヨ
ーロッパ諸国のアジア進出」が再構成され 2節から 3節に増え、これまで 1章しかな
かった戦後の箇所が第 17章「戦後世界と東西対立」と第 18章「現代の世界」という
2章で構成された。 
                                                   
17 高橋 1988、204頁。なお、216～217頁に資料が付されている。 
18 これ以外にも「世界史必修化」に至る経過については様々な動きがあり、茨木 2011b、160～169
頁に、1989年高等学校学習指導要領が告示されるまでの経緯が記されている。 
19 当時、教科調査官を務めていた木下康彦氏は、「その（『詳説世界史』の）構成は学習指導要領の構
成に合致しない部分もあった」という表現をされている（木下 2004、46頁）。 
20 「アメリカ大陸」という節は 1951年以降と 1959年・1964年、「古代アメリカの文明」という節は
1983年、「南北アメリカ文明」という節は 2003年と 2013年にあり、1973年と 1994年には「アメリ
カの古代文明」関係の節はなかった。 
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 索引の用語数は 3405語で、かなり増加した。絶対主義諸国関係では、ホラント・重
金主義・ペテルブルクのように注に記されている用語がかなり索引に採られ、文化に
ついては 1983年の時期に索引から削除された帰納法・演繹法・合理主義といった哲学
関係の用語が復活した。 
 他の箇所では、前回減った地名がかなり復活し、新たに登場した「アメリカ合衆国
の発展」でジャクソン民主主義、ミズーリ協定、カンザス・ネブラスカ法、シェア＝
クロッパーなどの用語、その他ではアガディール・アグラ・アルスターといった地名
やアジェンデ・アチェ―王国・アドアの戦いといった用語などが登場した。また、「新
しい自由」や「アラブ文化復興運動」といった新たな用語が登場したことも特徴とし
てあげられる。 
 なお、この時期に地理歴史科では世界史 Aもしくは世界史 Bのいずれかを選択する
こととなったが、1996年の時点では、世界史 Aの採択冊数が約 80万であったのに対
し、世界史 Bは約 89万であった。そのうち世界史 Bについては、表 3からあきらかな
ように、『詳説世界史』の採択率は 41.2％となり、その後も増加していった。   
   
（７）2003年『詳説世界史』 
  1999年の高等学校学習指導要領「世界史 B」では、これまでの文化圏に代わり地域
世界という概念が登場し、同時代史的観点からおおむね古代・中世・近代・現代とい
う時代順の構成が採られた。また、これまでも強調されてきた主題学習充実のため、
最初に「世界史の扉」という大項目が、現代の最後に「これからの世界と日本」など
3つの中項目が設けられた。 
 『詳説世界史』は従来通りの 3部構成をとったものの、これまでのように第 2部の
「近代」をルネサンス・ヨーロッパ世界の拡大・宗教改革を含んだ「近代ヨーロッパ
の誕生」という章から始めるのではなく、学習指導要領通りに明・清・オスマン帝国・
ムガル帝国を含んだ「アジア諸地域の繁栄」から始めた。このことは従来の『詳説世
界史』の構成からみると大きな変化であった。また、第 3部の「現代」についても、
学習指導要領ではおおむね第一次世界大戦以後としていたのに対して、『詳説世界史』
は一貫して帝国主義の成立から始めていたが、ここでも学習指導要領通りに第 3部を
第一次世界大戦以降に変更している。その他では、これまで第 1章であった「先史の
世界」が序章とされ、その後に第 1部以下が置かれ、第 1部ではヨーロッパ関係のギ
リシア・ローマ・中世で節がまとめられ、内陸アジア・東アジア関係の章も再構成さ
れている。 
 索引の用語数は 3340語で、前の時期に比べて減少している。これまでの「絶対主義
諸国」に代わって登場した「主権国家体制」の時代の特徴として、「朕は国家なり」・「君
主は国家第一の下僕」といった用語などが索引に採られており、「文化」については教
科書で表が登場し、そこに記載された人名や著作名が索引に記述されている。その一
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方、「絶対主義」や「市民革命」といった概念用語が学習指導要領から「消えた」21こ
とから、これまで常にあった絶対主義・常備軍・官僚制、資本主義・市民階級・市民
革命といった用語がなくなった22。 
 他の箇所では、阿倍仲麻呂やアジア太平洋経済協力会議といった日本との関連や「現
代の世界」という章での用語が増える一方で、「先史の時代」で屈葬・細石器・岩絵・
中石器時代、他では清へのイギリス使節アマーストや元フィリピン大統領アキノが本
文からなくなっている。また、人名・名字の順を名字優先になり、フランシス＝ベー
コンやアダム＝スミスなどが、それぞれハ行のあとやサ行に移された。 
 この時期は、世界史 Aの採択冊数が約 81万、世界史 Bの採択冊数は約 61万と A科
目の方がかなり多くなった。週 5日制の実施による授業時数の削減が、国公立の高等
学校での地理歴史科の授業時数減少につながり、世界史 A（2 単位）および日本史 A
もしくは地理 Aを選択して最低単位数（4単位）を確保し23、その上で B科目を選択す
るという高校側の姿勢が窺える。そうした中で、世界史 Bの教科書数は、これまでの
18から 11と激減し、『詳説世界史』の採択率は 54.3％と過半数を越えたが、4年後の
改訂版の際には 50％を割っていた。 
  
（８）2013年『詳説世界史』 
 2009年の高等学校学習指導要領「世界史 B」では、世界史が地理歴史科で唯一必履
修科目であるということから、最初に置かれた「世界史の扉」という大項目で地理的
条件と日本史とのかかわりを重視し、その後のすべての大項目に主題を設定して行う
学習を中項目として設置した。通史に関する箇所では前回とほとんど変更はなかった
が、「(2)諸地域世界の形成」の地域世界として、南アジア世界とならんで東南アジア
世界が加えられた。 
 『詳説世界史』は 1952年から続いた 3部構成を取りやめ、学習指導要領のとおりに
古代、中世、近世・近代、現代という 4部構成を初めて採用した。章の構成も学習指
導要領にほぼ準拠して、従来の第 3章と第 4章が再構成されて、第 3章「内陸アジア
世界・東アジア世界の形成」・第 6章「内陸アジア世界・東アジア世界の展開」とされ
たが、近世と近代ヨーロッパはそれぞれ 2章ずつとなっている。「現代」については、
今回の学習指導要領は初めて 19世紀後半から始めたため、『詳説世界史』は以前にも
どして第 4部を帝国主義の成立以降としている。 
 索引の用語数は 3855語で、かなり増加した。「主権国家」関係ではフランソワ 1世・
カトー＝カンブレジ条約・ピレネー条約など国際関係の用語、文化ではクラブやカフ
                                                   
21 佐伯・原田・澁澤 2000、38～40頁。 
22 市民階級は有産市民層（ブルジョワジー）とされ、ブルジョワジーという用語が索引に採られ、資
本主義は産業革命の箇所で資本主義体制として索引に記されている。市民革命は「イギリス革命」の
箇所で注として記されているが、索引には採られていない（2013年版では索引に記されている）。 
23 2006年 10月、「世界史未履修問題」が発覚し、世界史 Aの授業の代わりに日本史もしくは地理の
授業を行っている高等学校が 1割以上あったことが明らかにされた。 
36 
ェなど生活関係の用語が増加した。 
 他の箇所では、「IT 革命」や「アル＝カーイダ」といった用語が新たに入り、アト
ンやアポロン神といった一度姿を消した用語が復活し、アヴィケンナ→イブン＝シー
ナーなど「見よ項目」が 2つとも索引のページ数を記しているため、索引用語の増加
が見られたと思われる。 
 この時期になると、世界史 Aの採択冊数が約 92万、世界史 Bの採択冊数が約 45万
と、A科目が圧倒的となった。1990年から始まったセンター試験との関連でいうと、
当初日本史と世界史の受験者数はほとんど変わらなかったが、93年には日本史が約 5
万人多くなりその後もその傾向は続いた。さらに地理よりも多かった受験者数も 1997
年には逆転し、こちらも 2013年以降 5万人以上の差がついている24。このように世界
史の受験者数が減っている中で、この時期の教科書数は７に減少し、『詳説世界史』の
採択率は過半数をやや超える状態であった25。 
 
（９）小結 
 以上、各時期の世界史教科書を検討した結果、表 2から明らかなように、1951年の
『世界史』・1952年の『改訂版世界史』では、1300くらいしか索引に用語が記載され
ていなかったが、1953 年の『再訂世界史』になると索引用語が少し充実し約 2000 語
の用語が索引に記載されている。その原因は、それまで本文にあったが索引に採られ
ていなかった用語が割合きちんと索引に採られるようになったからである。ついで、
1959年に発行された『詳説世界史』になると索引に一挙に約 2500語、1964年では約
3000 語と急激に増加した用語が記載された。その後、1973 年・1983 年の『詳説世界
史』では少し索引の用語は減少したが、1994 年の『詳説世界史』では約 3400 語にな
り、2003年で少し減ったものの、2013年では約 3900語にまで増加した。 
 索引の用語に増減があるということから、索引には必ずしもすべての用語を採って
いるのではなく、それぞれの時期の都合で用語が採られていることがわかる。従って、
索引における用語の数の増加をもって、教科書で教えられている事柄がかなり増えて
いるという考えはなりたたず、しかも 1950年代の『世界史』の用語が約 1300語しか
なかったというのは、当時の世界史教科書の記述を実際に検討した結果、あまりにも
過少な数値といえよう。とはいえ、中村 2015で示したように、用語が様々な事情で増
えており、しかも些末な用語が多いことは事実であり、あまりにも肥大化した用語を
精選することは意義あることではないかと考えるものである。 
 
                                                   
24 2018年のセンター試験受験者数は、日本史 170,673、地理 147,026、世界史 92,753となっている。 
25 この点について、筆者が講師を務めてきた大阪大学と同志社大学の学生は意外に少ないという感想
をもらした。彼らは『詳説世界史』はほとんどの高校生が使っていると思っているが、公立の進学校
では世界史 Aを必修としている高校が多く、課題困難校で世界史 Bを必修としているという実態があ
る。こうした理由もあって、用語数の少ない『新選世界史』が二桁の採択数を獲得していると思われ
る。 
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表 2 『世界史』・『詳説世界史』の索引での用語数の変遷 
  1951年 1952年 1953年 1959年 1964年 1973年 1983年 1994年 2003年 2013年 
絶対主義 46 45 69 66 82 90 91 104 98 112 
文化 23 37 48 63 78 77 70 77 85 90 
索引全体 1286 1273 2040 2490 2985 2875 2710 3405 3340 3855 
 
表 3  世界史教科書の採択率と採択数の変遷（『内外教育』より作成） 
  1984年 1987年 1990年 1996年 2000年 2005年 2009年 2015年 
『詳説世界史』 24.0% 27.3% 29.2% 41.2% 44.2% 54.3% 48.1% 50.6% 
山川出版社関係 54.6% 55.5% 53.4% 58.2% 57.7% 64.3% 56.3% 60.1% 
世界史教科書数    17種  18種    18種   18種   19種   11種   11種    7種 
世界史採択冊数 1,113,000 1,203,500 1,310,500 889,600 778,500 612,438 526,888 450,708 
日本史採択冊教 1,180,300 1,373,000 1,481,200 801,000 699,200 584,997 550,918 537,206 
地理採択冊数 942,900 1,015,900 1,089,200 442,500 385,800 294,259 256,815 275.182 
（1996年以降は B科目の冊数であり、A科目は記載していないので、数的にはそれまでと比べかなり
少なくなっている） 
 
２．歴史用語精選作業について 
 
（１）経過 
 小川氏の世界史教科書での用語の肥大化と弊害についての指摘をうけて、油井大三
郎氏により高等学校歴史教育研究会が創設され、世界史については鳥越泰彦・小川幸
司氏、日本史については戸川点・安井崇氏により約2000の重要用語案が提案された26。
その後、同じく油井大三郎氏を代表とする高大研が発足し、2016年 7月の第 2回高大
研研究大会で、来年の研究大会で用語精選案を発表する予定という方針が示された。
筆者はその精選作業を担当する高大研第 1部会副部会長として用語精選作業に関わり、
この用語精選は一般社会にもそれなりの関心を集めたことから、自分が知りえたこと
はできる限り示したいと思う。 
 2016 年 11 月、用語精選検討会議が開かれ、日本史・世界史についてそれぞれ分担
者を決め、その際の用語精選作業の方針を決定した。この作業に加わった方々は多忙
な高校教員が中心であったため、期限を少し過ぎた翌年 2月中旬までに分担した用語
精選案を提出された方は、世界史では 8割程度、日本史では 5割強であった。そうし
た分担案と高等学校歴史教育研究会の案から、どのような用語を精選するかが課題と
なったが、春休みや新学期になっても具体的な作業は全く行われず、正直言って筆者
も焦りを感じていた。 
                                                   
26 高等学校歴史教育研究会 2014、48～68頁。 
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とはいえこの間、前年末に出された中央教育審議会答申での概念用語と事実用語を
どう階層化するかという検討が高大研の役員の間で行われ、その検討自体は途中で中
断したままとなったが、筆者自身は用語選定の手順を以下のように考えた。まず、各
章ごとに単元・学習内容・項目を配し、それぞれの項目ごとに必要な歴史用語を選択
する。その際、選ぶべき歴史用語としては、『世界史用語集』・『日本史用語集』（山川
出版社刊）の用語を基準に、すでに提起された 2000語と用語精選分担者の選んだ用語
にしるし（両者が一致した用語に赤字、どちらか一方の場合は黒字、追加すべき用語
は括弧をする）を付けて検討し、各学習内容を 1時間の授業内容として、用語はおお
むね 15～20くらいになるよう決定する27というものであった。 
7 月中旬、日本史の中世および世界史の近代ヨーロッパと明清時代の用語選定が行
われ、その結果は月末の第 3回高大研研究大会で発表された。その後、8月中旬から 9
月上旬にかけて、日本史・世界史それぞれ 3回の会議が早い時で朝 11時くらいから遅
い時は午後 9時まで開かれ、何とか 9月 27日に高大研運営委員会に精選案を報告する
ことができた。  
精選案は高大研が担当したものの、同時に日本歴史学協会歴史教育特別委員会およ
び日本学術会議高校歴史教育分科会と高大研運営委員会の三者からなる用語精選につ
いてのアンケートが実施されることになったため、精選用語案の発表はかなり遅れて
10月 30日付となった。そして 11月 10日、文部科学省への精選案とアンケートの実
施についての説明が行われ、マスコミ各社への告知が行われたようである。 
 
（２）歴史用語精選案についての様々な反応とそれについての私見 
11 月 14 日、朝日新聞の朝刊に坂本龍馬・吉田松陰・上杉謙信の写真とともに「高
校教科書から削除？」という見出しがつき、写真の人物とともに削除例としてガリレ
オ＝ガリレイや武田信玄などが示された記事が出された。この日、筆者にもテレビ局
からの問い合わせが来たくらいなので、高大研会長の油井大三郎氏や第 1部会長の桃
木至朗氏にはもっと取材が押し寄せていたと推察される。その後 12月 3日、産経新聞
の朝刊に精選用語として取り上げられた「南京大虐殺」と「従軍慰安婦」についての
批判記事が出され、産経新聞と同様の思想傾向をもった政治勢力の文部科学省への圧
力によってかどうか不明であるが、結局、当初中央教育審議会答申の補足資料に記載
されていた「重要用語の整理等を含めた高大接続改革を進める」という方針は、高等
学校学習指導要領案では、生物で重要用語数が 500～600程度と示されたものの、歴史
については用語数は示されなかった。  
朝日新聞に記載され、その後主張されるようになった「坂本龍馬のような有名人が
教科書で記載されないのは問題だ」といった批判は当初から想定されたものであり、
                                                   
27 なお、2000語という数字については、1時間の授業で説明できる用語は 15語くらいが限度であり、
「標準単位」４の B科目では実際の授業時数を 120時間くらいとし、その合計に若干の用語を加えた
ということである（高等学校歴史教育研究会 2014、47頁）。 
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この用語案は「教科書本文に掲載し、入試で必須暗記事項として扱う」用語だけで、
教科書の資料・図表やコラムなどに掲載することを否定してはいないとしている28。
従って、教科書への記述や教員が教えることを排除していないということを今一度確
認していただきたいと思う。 
 これに対し、産経新聞の「従軍慰安婦」問題については、筆者自身も残念に思って
いる点がある。そもそも、2014年 9月の冊子に記載された「日本史重要用語案」(1974
語)には、従軍慰安婦という用語は記載されていなかった29。ただ、第 12 章「第二次
世界大戦と日本」の箇所には、太平洋戦争関係の用語が全く記載されていないことに
疑問を感じ用語数を数えたところ、134語と記載されていたのに実際は 84語しかなか
った。2016年 11月の用語精選検討会議で、世界史・日本史の重要用語 2000語案のフ
ァイルを確認することになり、日本史のファイルを確認したところ、ノモンハン事件・
第二次世界大戦・太平洋戦争とともに従軍慰安婦など 50の用語が前記の冊子に記載さ
れていないことがわかった。 
 ところで、世界史に比べ、日本史の分担案の提出状況は悪く、中世と近世しか提出
されていなかった。従って、筆者としては世界史の精選案は何とかできそうだが、日
本史は無理ではないかという考えをもっていた。しかし、8 月末の日本史の会議で近
世と古代の精選用語案ができ、近現代を残すのみとなった。9 月になり、関西の大学
教員と高校教員の努力で独自の用語案ができ、戸川・安井案との比較で検討が行われ
ることとなった。ここでの検討は、「従軍慰安婦」など 50の用語を復活させた上で、
先に示した用語選定の手順通りに実施した。その際、検討会員以外の大学教員の意見
として、「従軍慰安婦」を削除すべきだという意見もあったので、検討会議ではこの用
語はすぐになくなると思っていたが、なかなかその意見が出なかった。そこで、筆者
は「戦争犯罪」という概念用語の導入を提案し、あわせて「従軍慰安婦」の削除を提
案したが、前者は受け入れられたものの、後者についての賛同者はなかった。9月 10
日に最後の会議があり、この時も「従軍慰安婦」の削除を主張30したが賛同者はなく、
                                                   
28 高大研 2017、4頁。 
29 高等学校歴史教育研究会 2014、67頁。 
30 昨今、日本社会で影響力を強めている「歴史修正主義」に対抗するため、「南京大虐殺」や「従軍
慰安婦」を用語として採用すべきだとする意見をお持ちの歴史研究者や歴史教育者もおられると思惟
するが、筆者も「歴史修正主義」と対決することの必要性は感じている。今回単元名として、近代を
「大日本帝国」、現代を「日本国」の時代として構成しているのがその一端である。つまり、近現代
は、幕藩体制が崩壊して、天皇を中心とした中央集権国家が成立し、「アジアで最初」の憲法を発布
したものの、その後アジア諸国を侵略し、世界が平和を保とうとした時代にそうした国際秩序を破っ
て戦争への道を歩んで、多大の犠牲を払って敗戦した。そうした反省を基に、戦後日本は再出発し、
平等な社会を指向したが、近年新自由主義の考えが横行し、この 20年はそうした風潮がつよくなり
格差社会が進行している、というストーリーを「単元名」で示している。従って、中学校での歴史的
分野や高校日本史の「現代」が戦後(1945年)から始まっているにもかかわらず、このたびの「歴史総
合」では 1950年ごろの「平和条約と日本の独立の回復」以降で時代を区分していることについて、
私は疑問を感じている。「従軍慰安婦」に話を戻すと、精選作業で選ばれた用語は「必ず教科書に記
40 
この用語が精選用語案として記載されることになった。 
 この産経新聞の記事後、「南京大虐殺」とともに、用語精選案についてのアンケート
で用語案を批判するメールが増加し、高大研の運営委員会で、油井・桃木氏に対応の
検討を一任することになった。2018年 3月末にアンケート結果とともに、アンケート
に基づく高大研からの提案が出され、検討事項として「ドラマや歴史小説などを通じ
て国民的な教養とみなされている人物」および「政治的な対立を呼ぶ」用語の取り扱
いがあげられた31。 
 
（３）用語精選作業における問題点 
 用語精選の作業については、基本的には原則通りに用語精選作業を進めていきたか
ったが、なにぶん時間が限られていたため、個別の用語について検討するというより
も、この用語は些末だから必要ないだろうという意見がだされ、ついでその承認とい
う形で作業は進んでいった。 
 そのため、全体を見たときに不十分な点も多く、「フランス革命とナポレオン」の箇
所では人名や戦争名などかなり厳選されているものの、「主権国家体制」での皇帝・国
王名は結構残っている。また、中国の諸王朝・創始者・首都はほとんど記されている
が、朝鮮半島では、朝鮮・李成桂・漢陽は入っているが新羅の金城や高麗の王建・開
城が記されていない。日本史でも中世の用語（315語）が結構多く、原始・古代（282
語）、近世（278語）よりも多いのは如何なものかと思っている。その反面、東南アジ
アでアンコール＝ワットが精選用語から漏れてしまったのは、痛恨の極みであった。
鳥越・小川案では古代の箇所にあったのを、時代を考慮してアンコール朝とともに中
世に入れようとしたのだが、精選作業のスケジュールがあまりにも過密になったため、
第 6章の東南アジアの箇所に入れることを失念してしまったのであった。 
 精選ではずれた用語については、教科書執筆者・授業担当者がそれぞれの判断で個
別に追加することは可能であるが、それに対し、精選で選ばれた用語は必ず教科書に
記述され、入試にも出題すべきとされているので、なぜこの用語を選んだかという説
明が必要であると考える。筆者は第 1部会副部会長の地位を 7月末に辞したが、精選
用語の検討は第 1次案で終わったのではなく、今後もなされることを期待したい。 
 
（４）『世界史用語集』・『日本史用語集』の用語について 
 最後に、精選用語案検討や稿末の資料作成の際に参考にした『世界史用語集』・『日
本史用語集』の用語について、少し触れたい。筆者は『用語集』は『詳説世界史』や
『詳説日本史』の索引用語に準拠して作られていると思ったが、そもそも『世界史用
                                                                                                                                   
述され、入試にも出題すべき」とされており、すべての教員が扱うべき用語という「強制力」をもっ
ている。そこまで「強制力」をもつ用語としては、人により様々な見解がもたれる「従軍慰安婦」よ
りも、日本が太平洋戦争で行なった総体として「戦争犯罪」という用語を取り上げた方がよいと考え
たのである。 
31 高大研 2018、28頁。 
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語集』は約 5600語、『日本史用語集』は約 10700語を取り上げており、教科書の用語
数よりもかなり多い。すべての教科書を取り扱っているのでそのことは当然だが、他
にも『詳説』の索引にないものも結構用語として採られている。 
例えば、用語検討会議では削減する用語の基準に「○○の廃止・○○遠征・○○へ
出兵・○○独立」といった名詞＋動詞から成る用語はカウントしない32とされている
のだが、「三部会招集停止」や「鎌倉幕府滅亡」は『用語集』には採られているが、『詳
説』の索引には採られておらず。両者の編集方針は異なっている。また、北部七州・
南部十州など細かな用語やニューファンドランド・オホーツク海などの地名が結構採
られていることも『用語集』の特色である。 
従って、『世界史用語集』での用語を基に、今回の世界史用語の変遷についての参考
資料の表を作成したことが適当かどうか疑問であるが、『用語集』は『詳説』と同じ配
列ですべての教科書の用語を収集するという姿勢で進められており、その用語が時代
ごとにどのように取り上げられているかを知るためには、こうした方法が便利ではな
いかと思っている。 
 
３．「世界史探究」に向けて 
 
（１）新学習指導要領での「世界史探究」 
2018年 3月に告示された高等学校学習指導要領で新たに登場した「世界史探究」と
いう科目の内容は「世界史へのまなざし」という主題学習的な大項目についで、おお
むね古代（10世紀まで）、中世・近世（10世紀～18世紀後半）、近代・現代（18世紀
後半から）という時代順の大項目が設定されており、最後に「地球世界の課題」を扱
う４つの中項目が置かれている。 
また、これまでの世界史 Bの標準単位数は 4単位だったが、「世界史探究」の標準単
位数は 3単位なので、最大 105時間（概ね 85時間程度）で授業を終えることが必要と
なる。加えて新学習指導要領では、「知識を身に付けること」とともに「思考力、判断
力、表現力等を身に付けること」を重視している。従って、これまでのように歴史的
事実を詳述した世界史教科書ではなく、「問い」を設け、「諸事象の背景や原因、結果
や影響、事象相互の関連、諸地域相互のつながり」を意識し、現代の世界の課題を考
察する世界史教科書が求められよう。となると、これまでのように歴史用語を満載す
ることは不可能となり、教科書に記述できる歴史用語は厳選せざるを得ないであろう。 
 
（２）中学校歴史用語との関連 
 1960 年代の中学校歴史教科書での世界史内容の記述は 31.3％であったが、2000 年
代の中学校歴史教科書での世界史内容は 19.2％とされている33。 
                                                   
32 高大研 2017、8頁。 
33 茨木 2011a、81～82頁、なお 1960年代の教科書は東京書籍 1962で、2000年代の教科書は東京書
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実際のところ、1962年の教科書では、古代・中世・近世のヨーロッパについては 24
頁記述されており、「絶対主義」については、「強まる王権」という小見出しでエリザ
ベス女王とその後のイギリス国王による王権神授説、「絶対主義の時代」でこの時代の
政治的・経済的特色が記されている。また、「革命のまえのフランス」でルイ 14世時
代の政治や社会が描かれ、この時期の文化についてはモンテスキュー・ルソー、ニュ
ートン・カントといった人物が記されている。 
 これに対し、2006年の教科書では、古代・中世・近世のヨーロッパは 3頁しか書か
れていない。絶対主義については、「フランス革命」の箇所で官僚制と常備軍をもとに、
国王が絶対的な権力を握っていたという記述が 3行なされているのみであり、文化関
係の人物は誰も記されていない。 
 2016 年の教科書34では、世界史の記述が全般的にやや増えたが、8 社のうち絶対王
政②、エリザベス 1世①、無敵艦隊①、東インド会社①、ルイ 14世③、ベルサイユ宮
殿③、エカチェリーナ 2世③、ロック③、モンテスキュー⑤、『法の精神』①、三権分
立④、ボルテール①、ルソー③、『社会契約論』②、啓蒙思想④、人民主権④、抵抗権
①、ニュートン①、コーヒーハウス①といった用語が記されている程度である。 
 このように、中学校の歴史教科書では、近世ヨーロッパ35についてそれほど多くの
歴史用語は記載されておらず、そうした実状を無視して、高等学校の世界史であまり
にも過大な歴史用語を記述すると、「世界史嫌い」を助長するだけとなり、選択科目と
なる「世界史探究」を学ぼうとする高校生はかなり減少するのではないだろうか。 
 
（３）今後の「世界史探究」への提言 
 「世界史探究」は時代順に構成されているが、現代的観点から 85前後の学習内容を
設定36し、それぞれに概念的な用語を中心に歴史用語を選定し、その際、人名は本文
にはできるだけ記述しないで表などに入れ、どの人名を扱うかは教科書執筆者や授業
担当者に任せることが必要と考える。 
 以上を踏まえて、「主権国家体制の形成」と「近世のヨーロッパ文化」についての歴
史用語案を示すと、以下のようになる。 
 
学習内容 項目 歴史用語 
主権国家
体制の形
主権国家体制の成立 
 
イタリア戦争、ハプスブルク家。フランス、オスマン帝国、
スペイン、オランダ、イギリス、オランダ独立戦争、三十
                                                                                                                                   
籍 2006である。 
34 中学校の歴史教科書は、2012年に新学習指導要領に基づく教科書が 7冊発行されたが、4年後の
2016年にそれぞれ改訂版が出され、その際 1社が新たに発行したため、現在 8冊となっている。 
35 ついでに 17・18世紀のアジアとなると、清はすべての教科書に記されているものの、オスマン帝
国⑤、ムガル帝国②で、皇帝などの人名は記載されていない。 
36 例えば、古代ギリシアの箇所では「民主政の成立と変質」、イギリス議会制度の箇所では「立憲君
主制の成立」などが考えられよう。 
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成  
主権国家体制の発展 
年戦争、ウェストファリア講和会議 
スペイン継承戦争、スウェーデン、ロシア、北方戦争、プ
ロイセン、オーストリア、オーストリア継承戦争、七年戦
争 
近世のヨ
ーロッパ
文化 
民主主義思想の登場 
自由主義経済の誕生 
自然科学の発達 
自然法思想、社会契約説、啓蒙思想、 
自由主義経済学、 
科学革命、 
  
「主権国家体制」の箇所では、主権国家体制の成立とその前後における国家間の抗
争を中心に、重要な戦争名は記すが、諸国の国王名は本文でなく欄外の表に記述し、
条約については資料を掲載して、そこからどのような内容で、この条約の結果どうな
ったかを読み取らせるようにしたい。 
 「近世のヨーロッパ文化」の箇所では、これまでは多くのジャンルで多数の人名・
著作名が記されているが、ここでは文学・芸術関係は省略し、民主主義思想の成立な
ど公民科との関連を重視した構成を考えたい。関係する人物や著作は欄外の表に掲載
し、ここでも資料を配して、著者はどのような考えをもち、その思想は現在どのよう
に反映されているかを生徒に考察させたい。 
  
おわりに 
 
 以上、戦後の高等学校の世界史教育に大きな影響を与えてきた山川出版社の『世界
史』・『詳説世界史』の構成や索引用語を検討し、あまりにも過剰な用語が世界史教科
書に記されている状況の中で、筆者自身が経験した用語精選作業の一端を紹介し、今
後の世界史用語の在り方についての考えを述べたつもりである。 
 筆者自身が、実際に教科書例を記述すればよいのだが、そこまでの時間的余裕と（よ
り重要なことは）本文はともかく図表や資料を書き込んだ教科書例を作る技術的な能
力が欠如しているため、この点については他日を期したい。とはいえ、このように用
語を精選した学習内容を検討することが、今後の世界史教育にとって重要であるとい
うことは強調したい。 
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『内外教育』時事通信社、2009年 1月 16日号。 
『内外教育』時事通信社、2015年 1月 23日号。 
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『歴史教育史研究』第 13号、歴史教育史研究会、2015年。 
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資料 世界史用語の歴史的経過と索引記載の状況 
 ・山川出版社の世界史教科書を利用した。各年の教科書については本文を参照。 
 ・「絶対主義諸国」を表4～表6とし、「絶対主義時代の文化」を表7～表9とした。 
 ・用語の配列については、全国歴史教育研究協議会編『世界史用語集』（山川出版社、2014年）162～
168および183～189頁を参考にした。 
 ・○は本文・索引ともに記載された用語。△は本文にあるが索引に記載されていない用語。●は本文
でゴシックにされている用語で、▲は索引にないもの。注や表は索引に採られているが、（注）や（表）
は索引に記載されていないものを示す。 
 
表４ 絶対主義諸国（１） 
  1951 1952 1953 1959 1964 1973 1983 1994 2003 2013 
軍事革命                 注 注 
常備軍 △ △ ○ △ △ ○ ● ●   注 
官僚制 △ △ △ △ △ ○ ● ●   ○ 
主権国家                 ● ● 
主権国家体制                 ● ● 
絶対主義 ○ ○ ○ △ ○ ○ ● ●     
絶対王政               ○ ● ● 
中間団体                 △ △ 
有産市民層                 △ △ 
問屋制 △ △ △ △ ○ ○ ● ● ● ● 
マニュファクチュア ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● △ 注 注 
資本主義 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● 産業革命へ 産業革命へ 
市民階級 △ △ ○ △ ○ ○ ▲ ● ブルジョワジー  ブルジョワジー  
市民革命 △ △ ○       △ ○ イギリス革命へ イギリス革命へ 
イタリア戦争                 ● ● 
カルロス1世             ○ ○ ○ ○ 
カ ルー5世             ○ ○ ● ● 
フランソワ1世                   ○ 
ロ マーの劫略                   (注) 
カトー ＝カンブレジ条約                   ○ 
ハプスブルク家 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
スペイン＝ハプスブルク家                 ● ● 
フェリペ2世 △ △ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
レパントの海戦 △ △ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ポルトガル併合     ○               
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太陽の沈まぬ国               ○ ○ ○ 
メアリ △ △ ○ △ ○ ○ ○ 注 宗教改革へ 宗教改革へ 
ネ デールラント ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ △ △ 
南部10州       △ △ △ △ △ △ △ 
北部７州 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 
ユトレヒト同盟           ○ ● ● ● ● 
オラニエ公ウィレム △ △ △ △ ● ○ ● ● ● ● 
ネ デールラント連邦共和国 △ △ △ ○ ● ● ● ● ● ● 
ホラント州       △ △ △ △ 注 注 注 
オランダ総督                   (注) 
独立宣言                     
無敵艦隊 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
東インド会社（オランダ）               ○ ○ ○ 
休戦条約         △ △ △ ○ △ △ 
オランダ独立戦争       ○ ○ △ ● ● ● ● 
アムステルダム       ○ ● ● ● ● ● ● 
アントウェルペン               ○ ○ ○ 
テュー ダー 朝             ○ ● ● ● 
ヘンリ8世 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 宗教改革へ 宗教改革へ 
ジェントリ             ○ ● ● ● 
エリザベス1世 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ○ 
統一法 △ △ △ ○ ○ ○ 宗教改革へ 宗教改革へ 宗教改革へ 宗教改革へ 
囲い込み               ● ● ● 
毛織物工業 ○ ○ ○ △ △ ○ ▲ ● ▲ ● 
東インド会社（イギリス） ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ドレー ク               (注)   注 
シュー クスピア ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ルネサンスへ ルネサンスへ ルネサンスへ 
スペンサー  ○ ○ ○ ○ ● ○         
フランシス＝ベ コーン ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ 文化へ 文化へ 文化へ 
 
表５ 絶対主義諸国（２） 
  1951 1952 1953 1959 1964 1973 1983 1994 2003 2013 
ユグノ  ー ○ ○ ○ △ ○ ○ ● ● ● ● 
シャルル9世 △ △ ○ ○ ● ● ● ● ○ ○ 
カトリ ヌー＝ド＝メディシス △ △ ○ ○ ● ● ● ● ○ ○ 
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ユグノ 戦ー争 索引のみ 索引のみ   注 注 ○ ● ● ● ● 
サンバルテルミの虐殺 △ △ ○ △ ○ ● ○ 図 ● ● 
ボ ダーン                 ○ ○ 
アンリ4世 ○ ○ ○ △ ▲ ○ ● ● ● ● 
ナントの王令 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ブルボン朝 ○ ○ ○ △ △ △ ● ● ● ● 
ルイ13世 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● 
リシュリュ  ー ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
三部会招集停止                     
ルイ14世 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
マザラン ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ● ● ● 
高等法院               ○ △ ○ 
フロンドの乱         ● ○ ○ ● ● ● 
重商主義 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● 
重金主義               注 ○ ○ 
貿易差額主義                 ○ ○ 
コルベ ルー ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
東インド会社再建（フランス）               △ △ △ 
特権マニュファクチュア                 △ △ 
植民地                 ● ● 
太陽王               ○ △ △ 
王権神授説         ○ ○ ● 注   注 
ボシュエ             注 注   注 
朕は国家なり               (注) 注 注 
ヴェルサイユ宮殿 △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● 
南ネー デルラント継承戦争         注 注 注 注 注 注 
オランダ戦争         注 注 注 注 注 注 
ファルツ戦争         注 注 注 注 注 注 
ピレネ 条ー約                   ○ 
カルロス2世             ○       
カ ルー6世           △ ○       
フェリぺ5世         ● ○ ○ ● ○ ○ 
スペイン継承戦争 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ユトレヒト条約 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ジブラルタル △ △ ○ ○ ○ ○ △ (注) (注) (注) 
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ミノルカ島 ○ ○ ○ ○ ○ △ △ (注) (注) (注) 
ニュー ファンドランド             △ (注) (注) (注) 
アカディア             △ (注) (注) (注) 
ハドソン湾地方             △ (注) (注) (注) 
ラシュタット条約                   注 
スペイン領ネー デルラント                   (注) 
ナントの王令廃止 △ △ △ △ △ △ △ △ ● ● 
ルイ15世         ● ● ● ● ● ● 
17世紀の危機                 ● ● 
三十年戦争 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ベ メーン(反乱) ○ △ ○ △ ○ △ ● ● ● ● 
傭兵隊             △ △   △ 
ヴァレンシュタイン       ○ ● ● ● ● ● ● 
グスタフ＝アドルフ       ○ ● ● ● ● ● ● 
ウェストファリア条約 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
神聖ロ マー帝国の有名無実化 △ △ △ △ △ △ △ △     
アルザス   △ ○ ○ △ △ △ △ △ △ 
西ポンメルン                   △ 
スイス・オランダの独立 △ △ ○ △ ○ △ △ △ △ △ 
カルヴァン派公認             △ (注) (注) (注) 
バルト帝国                 ○ ○ 
スウェ デーン ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● 
 
表６ 絶対主義諸国（３） 
  1951 1952 1953 1959 1964 1973 1983 1994 2003 2013 
プロイセン ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ● ● 
ドイツ騎士団         △ ○ (注) 注 ○ 注 
ホ エーンツォレルン家             ● ● ● ● 
ブランデンブルク選帝侯領 ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ 
プロイセン公国 △ △ △ △ △ △ ○ ○ △ ○ 
オ スートリア ○   ○ ○ ○ ○ ● ● △ △ 
プロイセン王国 ○ ○ ○ △ △ ○ △ ○ △ △ 
フリー ドリヒ＝ヴィルヘルム1世   △ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
フリー ドリヒ2世 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
マリア＝テレジア ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
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シュレジエン   △ ○ ○ ○ ○ ● ○ ● ● 
バイエルン公       △ △ △ △ ○ △ △ 
ザクセン公       △ △ △ △       
オ スートリア継承戦争 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
外交革命             注 ○ ○ ○ 
七年戦争 △ △ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
啓蒙専制主義                 ● ● 
啓蒙専制君主 △ △ ○ ○ ○ ● ● ● ○ ○ 
ヴォルテー ル   △ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ 
君主は国家第一の下僕   △ △ △ △ △ △ △ ○ ○ 
ユンカ  ー △ △ ○ ○ ● ○ ● ● ● ● 
ヨ ゼーフ2世       ○ ● ● ● ● ● ● 
複合民族国家       △ △ △ ▲       
農奴解放令             △       
宗教寛容令             △ △     
イヴァン3世       ○ ○ ○ ○ 中世へ 中世へ 中世へ 
イヴァン4世 △ △ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
雷帝       △ △ △ △ △ △ △ 
ツァー リ ○ ○ ○     ○ ○ ● 中世へ 中世へ 
コサック ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
イェルマー ク ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ● ● ● 
シベリア ○ ○ ○ ○ △ ○ △ △ △ △ 
ミハイル＝ロマノフ               ○ ○ ○ 
ロマノフ朝 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● 
ステンカ＝ラー ジン       ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
ピョー トル1世 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ネルチンスク条約 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
アゾフ海       △ △ ○ △ △ △ △ 
カ ルー12世       ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ 
北方戦争 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
バルト海 △ ○ ○ △ △ ○ △ △ △ △ 
ペテルブルク       ○ ○ ○ ▲ 注 （注） 注 
エカチュリ ナー2世 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
クリミア半島       △ △ ○ △ △ △ △ 
オホー ツク海             △ △ △ △ 
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ラクスマン             ● ○ ● ● 
プガチョフの農民反乱             ● ● ● ● 
ヤゲヴォ朝       ○ ○ ● ● ● ● ● 
選挙王制       △ ○ ○ ▲ ● ● ● 
ポ ラーンド分割 △ △ ○ ○ ○ ● ○ ● ● ● 
コシュ シーコ       ○ ● ● ● ● ● ● 
 
表７ 絶対主義時代の文化（１） 
  1951 1952 1953 1959 1964 1973 1983 1994 2003 2013 
科学革命               ○ ● ● 
ホイヘンス           ○         
ニュー トン ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
万有引力の法則 △ △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
『プリンキピア』                   (表) 
ハ ヴーェー  △           ○ 注 表 表 
ボイル △             注 表 表 
リンネ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ 表 表 
ラヴォワジェ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ 表 表 
ジェンナー  △ △ ○ ○ ● ○ ● ● 表 表 
種痘法 △ △ △ ○ ○ ○ △   表 表 
ラプラ スー ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ 表 表 
帰納法   △ △ ○ ○ ○ △ ● ○ ○ 
経験論 △ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ ● ● 
フランシス＝ベ コーン ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ヒュー ム ○ ○ ○ ○ ● ○         
演繹法   △ △ ○ ○ ○ △ ● ○ ○ 
合理論 △ △ ○ ○ ○ ○ △ ○ ● ● 
デカルト ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
「われ思う、ゆえにわれあり」   △ △ △ △     (注) 注 注 
『方法序説』       ○ ○ ○   ○ 表 表 
パスカル △     ○ ● ○ ● ● 表 表 
『パンセ』             ○   表 表 
スピノザ △ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● 表 表 
汎神論     △       ○   表   
ライプニッツ ○ ○ ○ ○ ● ○ ● ● 表 表 
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単子論   △ △ ○ ○ ○ △ ○ (表) (表) 
自然法思想     ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
社会契約説                   ○ 
グロティウス △ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
「国際法の父」「近代自然法の父」     △ △ △ △ △ △ △ △ 
『海洋自由論』       △ ○ ○ ○ ○ (表) (表) 
『戦争と平和の法』         △ ○ ○ ○ 表 表 
ホッブズ △ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
「万人の万人に対する闘い」             △ △ ○ ○ 
『リヴァイアサン』       △ ○ ○ ○ ○ 表 表 
ロック △ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
『統治二論』       △ ○ ○ ○ ○ 表 表 
カント △ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
『純粋理性批判』       △ ○ ○     (表) (表) 
ドイツ観念論 △ △ △ ○ ○ ● ▲ ● ● ○ 
 
表８ 絶対主義時代の文化（２） 
  1951 1952 1953 1959 1964 1973 1983 1994 2003 2013 
王権神授説         ○ ● ○       
ボシュエ         ○ ○         
啓蒙主義             ○ ●     
啓蒙思想 ○ ○ ○ ○ ● ○ ○   ● ● 
モンテスキュー  ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
『法の精神』 ○ ○ ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
三権分立 △ △ △ △ ○ ○ ○ 合衆国憲法 合衆国憲法 合衆国憲法 
ヴォルテー ル △ △ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
『哲学書簡』             ○ ○ ○ ○ 
ルソー  ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
『人間不平等起源論』       △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
『社会契約論』（民約論） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ 
『エミ ルー』         ○           
ディドロ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● 
ダランベー ル △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● 
『百科全書』 △ △   ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ 
重商主義 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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ケネー  ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
『経済表』       △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
テュルゴー  ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ 
重農主義 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
自由放任主義 △ △ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
「なすに任せよ」             ○       
アダム＝スミス ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
『諸国民の富』（国富論） △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
自由主義経済学 △ △     ○ ○ △       
古典派経済学 △ △ △   △ △   ○ ○ ● 
 
表９ 絶対主義時代の文化（３） 
  1951 1952 1953 1959 1964 1973 1983 1994 2003 2013 
バロック美術 △ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ヴェルサイユ宮殿   △ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
フランドル派               ○ ○ ○ 
ル ベーンス   ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ファン＝ダイク   ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ 
エル＝グレコ       ○ ▲ ○ ○ ● ● ○ 
ベラスケス   ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ムリリョ   ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ 
古典主義         ○   △ ● ● ● 
コルネイユ △ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ラシー ヌ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
モリエ ルー ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
『人間嫌い』   △ ○ △ ○           
『タルチュフ』   △ ○ ○ ○           
フランス学士院       △ ▲ ○ △ ○ ○ ○ 
ロココ美術   ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
ワトー    ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
ポツダム               △ △ △ 
サンス シー宮殿       ○ ● ● ● ● ● ● 
古典派音楽                   △ 
バッハ 
市民文化
の繁栄 
市民文化
の繁栄 
市民文化
の繁栄 
○ ● ● ● ● ● ● 
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ヘンデル 
市民文化
の繁栄 
市民文化
の繁栄 
市民文化
の繁栄 
○ ● ● ● ● ● ● 
モ ツーァルト 
市民文化
の繁栄 
市民文化
の繁栄 
市民文化
の繁栄 
19世紀
の文化 
19世紀
の文化 
19世紀
の文化 
19世紀
の文化 
19世紀
の文化 
19世紀
の文化 
● 
シノワズリ                 図 図 
オランダ画派     △   ○ ○         
レンブラント ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 
『夜警』                 図 図 
ミルトン ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ● ● ● 
『失楽園』 △ △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
バンヤン             ○ ○ ○ ○ 
『天路歴程』             ○ ○ ○ ○ 
ピュー リタン文学       ○ ○ △ △ △ ○ ○ 
生活革命                 ○ ○ 
コ ヒー ハーウス                 ○ ○ 
クラブ                   ○ 
カフェ                   ○ 
サロン                   ○ 
新聞                   ○ 
世論                   △ 
デフォ  ー       ○ ● ○ ● ● ● ● 
『ロビンソン＝クルー ソー 』       ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
スウィフト       ○ ● ○ ● ● ● ● 
『ガリヴァ―旅行記』       △ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
 
